
◎公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の一部を

改正する法律 
（令和六年五月二二日法律第二九号）   

一、提案理由（令和六年四月二日・参議院内閣委員会） 

○国務大臣（加藤鮎子君） ただいま議題となりました公益社団法人及び公益財団法人

の認定等に関する法律の一部を改正する法律案及び公益信託に関する法律案につきまし

て、その提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 まず、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の一部を改正する法律案

について御説明申し上げます。 

 この法律案は、我が国社会において、社会的課題の解決に向けた民間の取組がますま

す重要となる中、民間による公益活動の主たる担い手である公益法人が、社会の変化に

柔軟、迅速に対応し、より効果的な公益活動を展開していくことができるよう、公益法

人制度について、事業の適正な実施を確保し、より国民からの信頼を得つつ、法人の自

主的、自律的な経営判断がより尊重される仕組みへと見直しを行うものです。 

 次に、この法律案の内容について、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、公益目的事業の収入及び費用について中期的期間で収支の均衡を図る趣旨を

明確化するなど、財務規律の柔軟化、合理化を図ることとしております。 

 第二に、収益事業等の内容の変更については行政庁の認定を要せず届出で足りること

とし、行政手続の簡素化を図ることとしております。 

 第三に、外部理事、外部監事の導入など公益法人のガバナンスの充実を図るとともに、

行政庁において公益法人の財産目録等を公表するなど透明性の向上を図るための措置を

定めることとしております。 

 このほか、所要の規定の整備を行うこととしております。 

……………（略）…………… 

 以上が、これらの法律案の提案理由及び内容の概要であります。 

 何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同あらんことをお願いいたします。 

二、参議院内閣委員長報告（令和六年四月五日） 

○阿達雅志君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、内閣委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 まず、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の一部を改正する法律案

は、公益法人による社会の諸課題の解決に向けた活動の一層の促進を図るため、公益法

人等の責務を定めるとともに、公益認定の基準及び変更の認定対象の見直し、公益目的

事業の収入、遊休財産額の保有制限及び区分経理に関する規定の見直し等を行おうとす

るものであります。 

……………（略）…………… 

 委員会におきましては、両法律案を一括して議題とし、両制度の見直しの意義及び効



果、公益法人の財務規律を柔軟化する意義、監督及びガバナンスの在り方、小規模な法

人に対する支援の必要性等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって

御承知願います。 

 質疑を終局し、順次採決の結果、両法律案はいずれも全会一致をもって原案どおり可

決すべきものと決定いたしました。 

 なお、両法律案に対し附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年四月四日） 

 政府は、両法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずるべきである。 

一 公益法人制度及び公益信託制度を中心とした民間による公益活動の一層の活性化の

ため、両法の趣旨、新たな税制措置の内容等について、関係者を始め広く国民に対し

周知徹底を図るとともに、社会経済情勢の変化等を踏まえ、両法施行後五年を目途と

してそれぞれ必要な見直しを行うこと。 

二 過去に公益法人の不祥事が相次いだことに鑑み、不適切な事案に対する行政庁によ

る監督等を厳格に行うとともに、公益信託に対する監督等についても公益法人と共通

の行政庁が担う制度と改めることを踏まえ、両制度に係る監督等が透明性を確保しつ

つ迅速かつ的確に実施されるよう、体制の充実に努めること。 

三 公益法人の財務規律に係る判定、公益信託の認可等について、全国を通じて統一的

かつ透明性の高いものとするために、都道府県に対して情報提供等を行うなど必要な

措置を講ずること。 

四 公益法人における財務情報の開示、自律的なガバナンスの充実等に係る措置の実施

に伴う事務手続や人材確保等について、小規模の公益法人等に対し必要な支援に努め

ること。 

五 改正後の公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律に基づく内閣府令等

の策定に当たっては、公益法人の関係者を含め広く国民から意見を聴取し、運営実態

等を十分踏まえること。 

六 既存の公益信託の新たな制度への円滑な移行が図られるよう、公益信託の関係者の

意向や運営実態等を十分踏まえ、適切な措置を講ずること。 

  右決議する。 

三、衆議院内閣委員長報告（令和六年五月一四日） 

○星野剛士君 ただいま議題となりました両案につきまして、内閣委員会における審査

の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 まず、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の一部を改正する法律案

は、公益法人の活動の促進を図るため、公益認定の基準、公益法人の財務規律等に関す

る規定の見直し等を行うものであります。 

……………（略）…………… 



 両案は、参議院先議に係るもので、去る五月七日本委員会に付託され、翌八日加藤国

務大臣から趣旨の説明を聴取しました。次いで、十日に質疑を行い、質疑終局後、順次

採決いたしましたところ、両案はいずれも全会一致をもって原案のとおり可決すべきも

のと決しました。 

 なお、両案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年五月一〇日） 

 政府は、両法の施行に当たっては、次の事項に留意し、その運用等について遺漏なき

を期すべきである。 

一 公益法人制度及び公益信託制度を中心とした民間による公益活動の一層の活性化の

ため、両法の趣旨、新たな税制措置の内容等について、関係者を始め広く国民に対し

周知徹底を図るとともに、社会経済情勢の変化等を踏まえ、両法施行後五年を目途と

してそれぞれ必要な見直しを行うこと。 

二 過去に公益法人の不祥事が相次いだことに鑑み、不適切な事案に対する行政庁によ

る監督等を厳格に行うとともに、公益信託に対する監督等についても公益法人と共通

の行政庁が担う制度と改めることを踏まえ、両制度に係る監督等が透明性を確保しつ

つ迅速かつ的確に実施されるよう、国の体制強化を図るとともに、自治体の体制強化

のための必要な支援を行うこと。 

三 公益法人の財務規律に係る判定、公益信託の認可等について、全国を通じて統一的

かつ透明性の高いものとするために、都道府県に対して情報提供等を行うなど必要な

措置を講ずること。 

四 公益法人における財務情報の開示、自律的なガバナンスの充実等に係る措置の実施

に伴う事務手続や人材確保等について、小規模の公益法人等に対し必要な支援に努め

ること。 

五 改正後の公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律に基づく内閣府令等

の策定に当たっては、公益法人の関係者を含め広く国民から意見を聴取し、運営実態

等を十分踏まえること。 

六 既存の公益信託の新たな制度への円滑な移行が図られるよう、公益信託の関係者の

意向や運営実態等を十分踏まえ、適切な措置を講ずること。 

 


